様式第１６（第４０条関係）（第一面から第六面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 2021年3月8日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきかしゃえばらせいさくしょ
                            　一般事業主の氏名又は名称 株式会社荏原製作所
（ふりがな）あさみ　まさお
                             （法人の場合）代表者の氏名  浅見　正男 印
住所　〒144-8510　東京都大田区羽田旭町11番1号

法人番号 　1010801001748
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	長期ビジョン及び中期経営計画策定のお知らせ


	公表日
	2020年2月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・長期ビジョン及び中期経営計画策定のお知らせ（3ページ）
https://www.ebara.co.jp/about/ir/releases/details/__icsFiles/afieldfile/2020/02/12/news20200212a_1.pdf
・長期ビジョン「E-Vision2030」中期経営計画「E-Plan2022」説明会資料 
https://www.ebara.co.jp/about/ir/releases/details/__icsFiles/afieldfile/2020/02/26/200226_Evision203_Eplan2022_J.pdf
・DX戦略ページURL
https://www.ebara.co.jp/about/ir/information/dx/

	記載内容抜粋
	中期経営計画「E-Plan2022」 
基本方針 ③経営・事業インフラの高度化
デジタルトランスフォーメーション（DX）への積極的な取り組み等による経営のスピードアップ、ROIC 経営の深化

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会による承認済みの開示資料




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年12月期（156期）第2四半期決算説明会資料（ノート付き）

	公表日
	2020年8月11日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.ebara.co.jp/about/ir/library/briefings-documents/__icsFiles/afieldfile/2020/08/20/200811_Note_1.pdf#page=17
17、18ページ

	記載内容抜粋
	（17ページ）
・「技術で、熱く、世界を支える」ためにDXを駆使し、業界をリードする効率性の高い経営・事業遂行を実践する
・データとデジタル技術を駆使し、製品やサービス、ビジネスモデルをグローバルに変革する「攻めのDX」と、それを支えるERPやタレントマネジメントシステムなどの情報インフラを整備する「守りのDX」、攻めと守りの両面からDXを推進する
・E-Plan2022は 「更なる成長に向けた筋肉質化」のステージ
・E-Plan2022の基本方針「経営・事業インフラの高度化」として、DX の積極的な取り組み等による経営判断のスピードアップ
・データとデジタル技術を駆使して、製品、サービス、ビジネスモデルをグローバルに変えていく「攻めのDX」と、それを支えるERP、タレントマネジメントシステムなどの情報インフラを整備する「守りのDX」を実現
（18ページ）
・インターナショナル経営からグローバル経営へ
・2024年末までにEPRを全グループ会社へ導入し、グローバルで業務標準化を目指すERP導入プロジェクト
・今年2月にIT担当役員の小和瀬をトップとするERP導入プロジェクトの立ち上げ
・ERP導入体制は社員70名、外部コンサルを含めると100名超
・1か月に一度開くステアリングコミッティでは、経営トップを含む全執行役が参加し、プロジェクトが確実にオンタイムで進捗するようマネージメント
・ERP導入後の定着や運営、さらには進化させていくための社内人材の育成を並行して実施

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	代表執行役社長による承認済みの開示資料




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	業務革新・DX促進に向けた 新部署設立および新執行役就任について（2020/04/02）
http://ebara.com/about/corporate/news_media/news/details/1236601_2595.html

	記載内容抜粋
	荏原製作所（以下：荏原）は、本年2月に策定した長期ビジョン「E-Vision2030」及び中期経営計画「E-Plan2022」において、一層の経営のスピードアップ・品質向上を掲げています。
　その実現に向け、グループ・グローバルでの経営管理の最適化、IoTを活用した製造工程の変革の実現などに向けたデジタルトランスフォーメーション（DX）の強化をはかるため、以下の組織変更・人事異動を行います。

（１）業務革新の推進
４月１日付にて、業務革新統括部*1の管下に「ビジネスプロセス革新部」及び「グローバル調達・SCM戦略部」を設置し、E-Plan2022で目指す荏原グループのグローバルでの事業運営の再構築、調達体制の最適化・コスト削減に向けた戦略の立案および体制構築を行います。

（２）デジタルトランスフォーメーション（DX）の強化
3月27日の取締役会決議にて、情報通信統括部長 小和瀬浩之が新たに執行役に就任いたしました。小和瀬はその職歴において、E-Plan2022で全社的な導入を実施する事としたERP をはじめ、DXの豊富な知見を有しています。

（３）ダイバーシティの推進
荏原では戦略実行において必須となる高度専門人材を獲得するため、年齢、国籍などに関わらず優秀な人材の採用・育成・抜擢を進めています。小和瀬は、荏原では初となるキャリア入社した高度専門人材の役員登用となります。
また、3月27日付にて荏原初の外国籍執行役として、風水力機械カンパニー コンプレッサ・タービン事業担当のマイケル・ローダイが就任しました。

　荏原では、今後もDXやダイバーシティを積極的に強化して変革を推進し、企業価値の向上に努めていきます。

小和瀬浩之 略歴
花王株式会社 情報システム部門統括、株式会社LIXIL上席執行役員CIO兼情報システム本部長を経て、2018年12月 荏原製作所入社、2019年４月より情報通信統括部長



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.ebara.co.jp/about/ir/library/annual-report/__icsFiles/afieldfile/2020/08/25/EBR_IRJ202P.pdf#page=26

	記載内容抜粋
	研究開発・知的財産戦略（統合報告書49-50ページ）
当社は、2009年に総合研究所を解散して以来、事業・研究開発・知的財産の三位一体経営（BRDIP*1）を基本方針に掲げ、事業・学会・工業団体の三位一体（ABA*2）を基本戦略に据えて、10年にわたり独自の方法で研究開発と知的財産の強化に取り組んできました。その結果、研究部門・知的財産部門の意識向上、事業部門との連携強化、社外との共同研究の活発化などを図ることができ、旧総合研究所時代に対して、研究の成果と効率を大きく伸ばすことができました。今後は、これまでに築いてきた当社独自の研究開発・知的財産活動を、中長期的視野に立ってさらに進化・発展させることで、将来にわたって事業を通じて社会・環境課題の解決に貢献し続けていきます。
*1. BRDIP（ブルディップ）：Business, R&D and Intellectual Propertyを統合した荏原独自の標語
*2. ABA（アバ）：Academy, Business and Associationsを意味する荏原独自の標語

E-Plan2019の振り返り
•研究成果を確実かつタイムリーに事業につなぐためのオーナー制度*3を開始しました。
•技術競争力の継続的な強化のため、10年先に向けた重要分野の研究ロードマップ策定に着手し具体化を推進しました。
•データ科学分野の研究体制を構築し、AI、ビッグデータ、xR （仮想・拡張技術）、デジタルトランスフォーメーション（DX）技術による様々な事業支援を推進しました。
•EIX（新事業領域研究）プロジェクトの進展により、ポンプの受注から設計・製造のプロセスを大きく改善する技術が形になりつつあります。
• 2017年から研究テーマとSDGsを結びつける活動を行い、研究者に社会・環境に貢献する意識が浸透しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	E-Plan2022　経営指標・目標
・最重要経営指標（KPI）
・目標を達成するためのモニタリング指標

	公表日
	2020年2月12日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.ebara.co.jp/about/ir/information/management/index.html
長期ビジョン及び中期経営計画策定のお知らせ（4ページ）
https://www.ebara.co.jp/about/ir/releases/details/__icsFiles/afieldfile/2020/02/12/news20200212a_1.pdf#page=4
長期ビジョン「E-Vision2030」中期経営計画「E-Plan2022」説明会資料（34ページ）
https://www.ebara.co.jp/about/ir/releases/details/__icsFiles/afieldfile/2020/02/26/200226_Evision203_Eplan2022_J.pdf#page=35

	記載内容抜粋
	最重要経営指標（KPI）、目標（FY22）
・ROIC	8.0%以上
・売上高営業利益率	8.5%以上
目標を達成するためのモニタリング指標、目標（FY22）
・ROE	11.0%以上
・D/Eレシオ	0.3～0.5倍
(事業別営業利益率)	
・風水力事業	7.0%以上
・うちポンプ事業	6.5%以上
・うちコンプレッサ・タービン事業	8.0%以上
・うち冷熱事業	5.0%以上
・環境プラント事業	9.5%以上
・精密・電子事業	13.0%以上



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年7月31日


	発信方法
	統合報告書2020
・社長メッセージ（13ページから、該当箇所19ページ　取締役 代表執行役社長　浅見正男）
https://www.ebara.co.jp/about/ir/library/annual-report/__icsFiles/afieldfile/2020/08/25/EBR_IRJ202P.pdf#page=8
・DX戦略（51、52ページ　執行役 情報通信統括部長　小和瀬浩之）
https://www.ebara.co.jp/about/ir/releases/details/1239751_3601.html
https://www.ebara.co.jp/about/ir/library/annual-report/__icsFiles/afieldfile/2020/08/25/EBR_IRJ202P.pdf#page=27

	発信内容
	＜社長メッセージ　取締役 代表執行役社長　浅見正男＞
・E-Plan2022の戦略＞4. 経営資本（リソース）の強化
事業成長に必要な6つの資本（人、製造、財務、知財、社会関係、自然・環境）を事業の変化やグローバルでの事業拡大に資するものに進化・強化します。
　例えば製造・技術・情報に係る戦略として、事業運営の効率性を高め、長期的に成長していくため、データとデジタル技術を駆使し、製品やサービス、ビジネスモデルをグローバルに変革します。その一環としてERP（企業資源計画）の全社的導入を行い、グローバルに最適化された業務インフラを構築します。
＜DX戦略　執行役 情報通信統括部長　小和瀬浩之＞
・荏原グループが、より一層世界規模で事業展開し、持続的に成長する産業機械メーカへと発展するために、さらに積極的にDXを推進していきます。具体的には、働き方改革を推進し、業務の自動化と効率化を可能な限り実現することによって、革新的に生産性を高める情報基盤を提供します。また、データとデジタル技術を活用し、ビジネス環境の激しい変化に対応するとともに、顧客や社会のニーズを基に製品やサービス、ビジネスモデルを変革し、既存の事業ドメインへの貢献のみならず、新たな事業分野へ進出できる取り組みを後押しします。
・荏原グループが今後も「技術で、熱く、世界を支える」ために必要な技術の開発や蓄積、並びにこれに資する人材の育成を積極的に継続します。その根幹として、DXを駆使し、業界をリードする効率性の高い経営・事業遂行を実践します。データとデジタル技術を駆使し、製品やサービス、ビジネスモデルをグローバルに変革し、それを支えるERP（企業資源計画）の全社的導入等により業務インフラを整備するとともに最適化された業務フローや業務ルールを構築します。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2022年1月頃　～順次

	実施内容
	情報化を進めるに当たって数々のシステム導入を行ってきているが、事業単位でシステムを導入してきた為、事業もしくは業務単位でのサイロ型システムとなっており、保守工数（コスト）の増大を招いている。
これらのシステム統合を業務改革と平行して進め、効率的な業務とシステム運用を進めていく。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年1月頃　～2020年4月頃

	実施内容
	サイバーセキュリティに関する対策は、社長を議長、取締役を委員としたRMPを最上位組織とし、その管下に情報セキュリティ部会を設置しITセキュリティ、情報管理両面から対応の強化を図っている。情報セキュリティ部会は内部統制・リスク管理担当執行役、情報通信担当執行役を含むリスク管理部門、情報部門員で構成されている。
また、セキュリティ情報の共有の場としては、業務部門のIT担当者でセキュリティ実務者会議を構成し情報共有を図っている。
実務的には、荏原製作所および国内・外の荏原グループ会社を対象範囲とした、インシデント対応、各種セキュリティ施策の計画・実施、外部機関との連絡窓口を専管するチームEBARA-CSIRTを2019年10月に設立し活動を行っている。
リスクマネジメント体制図
https://www.ebara.co.jp/about/ir/Governance/governance/index.html
EBARA-CSIRT
https://www.nca.gr.jp/member/ebara-csirt.html



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第七面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

